様式第１号
参 加 申 請 書

令和　　年　　月　　日　
鹿沼市長　松井　正一　　様

	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者肩書及び氏名
	
	

	（連　絡　先）
	

	○ 担当部署名：
	

	○ 担当者名：
	

	○ 電話：
	

	○ E-mail：
	


　　　　　　　　　　　　                　            
給与支払等業務委託公募型プロポーザルについて、必要書類を添え、次のとおり、参加を申請します。
なお、添付書類の記載事項は、事実と相違ないことを誓約します。

＜添付書類＞
・参加資格要件確認書【様式第３号】
・会社の概要が分かるパンフレット等

















様式第２号（自治体記入欄）
受付番号
受付印





参　加　辞　退　届

令和　　年　　月　　日　
鹿沼市長　松井　正一　様

	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者肩書及び氏名
	
	

	（連　絡　先）
	

	○ 担当部署名：
	

	○ 担当者名：
	

	○ 電話：
	

	○ E-mail：
	



令和　　年　　月　　日付けで参加を申請した給与支払等業務委託公募型プロポーザルについて、次の理由により参加を辞退します。

	辞退理由
	









様式第３号

参加資格要件確認書

市内の主たる事業所（ある場合、１箇所のみ記載）
	市内
	所在地
	〒

	
	事業所名
	
	連絡先
	Tel.
	Fax.




参加資格の確認
	地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４
	該　当　　・　　非該当

	鹿沼市の入札参加資格
	有　　・　　無

	会社更生法の規定による更生手続開始の申立て又は民事再生法の規定による再生手続開始
	有　　・　　無

	鹿沼市建設工事請負業者等指名停止基準に基づく指名停止の措置
	該　当　　・　　非該当

	役員等が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員でないこと。
併せて、同条第２号に規定する暴力団又は暴力団員と密接な関係を有していると認められること等がないこと。
	該　当　　・　　非該当


















様式第４号

質　問　書

令和　　年　　月　　日　
鹿沼市長　松井　正一　様

	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者肩書及び氏名
	
	

	（連　絡　先）
	

	○ 担当部署名：
	

	○ 担当者名：
	

	○ 電話：
	

	○ E-mail：
	



給与支払等業務委託公募型プロポーザルについて、次のとおり質問します。
	実施要領、仕様書等の該当箇所
	質　疑　事　項

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	


【注】フォントサイズは１０．５ポイント以上で横書きを基本とすること。また、使用する言語、通貨及び単位は、日本語、日本国通貨、日本の標準時及び計量法（平成４年法律第５１号 ）に定める単位とすること。


様式第５号

企　画　提　案　書

令和　　年　　月　　日　

鹿沼市長　松井　正一　様


	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者肩書及び氏名
	
	

	（連　絡　先）
	

	○ 担当部署名：
	

	○ 担当者名：
	

	○ 電話：
	

	○ E-mail：
	




給与支払等業務委託公募型プロポーザルについて、実施要綱及び仕様書等の内容を十分に確認した上で、企画提案書を提出します。
なお、企画提案書及び添付書類の記載事項は、事実と相違ないことを誓約します。





（自治体記入欄）
受付番号
受付印




	
企画提案書は、以下の項目について記載すること（本内容を含むものであれば、様式は任意）。

１　基本的な考え
業務を実施する際の方針を簡潔に記載すること。

２　内容
（1） 業務を遂行するための考え方や方法
※業務をより細分化した業務一覧を作成すること。

（２）業務のマニュアル化の実現するための考え方や方法

（３）業務フローの整備を実現するための考え方や方法

（４）業務効率化を実現するための考え方や方法

（５）市人事課職員が計算結果及び根拠を確認するための考え方や方法

（６）実施運営体制
　※詳細については、業務実施体制図(様式第６号)に図示すること。
　※繁忙期や緊急時の対応についても記載すること。

（７）その他の追加提案





様式第６号
業　務　実　施　体　制　図
	



様式第７号

履　行　実　績

商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　
代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　


	発注者名
	件名
	業務概要
	受注額
（千円）
	受注年月

	
	
	
	
	完了（予定）年月

	
	
	
	
	　　　年　　月

	
	
	
	
	　　　年　　月

	
	
	
	
	　　　年　　月

	
	
	
	
	　　　年　　月

	
	
	
	
	　　　年　　月

	
	
	
	
	　　　年　　月

	
	
	
	
	　　　年　　月

	
	
	
	
	　　　年　　月

	
	
	
	
	　　　年　　月

	
	
	
	
	　　　年　　月


※１　提案者の同種・類似履行実績について、本業務との関連性の高いもの、履行時期の新しいものを中心に最大５件まで記載すること。（履行中の実績も記載可とする。）
※２　発注者名について、契約条項等により明らかにできない場合は、「地方公共団体」、「大企業」、「中小企業」等の記載で構わない。また、受注額についても、概算金額で可とする。
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